
はじめに

第９回党大会で採択された社会経済開発戦略は、今後１０年間を２０２０年までの工

業国入りを達成するための基礎形成の期間と位置づけ、急速かつ効率的な経済成

長、競争力の強化を強調するなど、経済の効率化に重点を置いた内容となった。

１９９０年代後半以降、経済改革の遅れ、保守化傾向が鮮明となり、アジア通貨危機

以降は深刻な経済停滞に陥っていただけに、第９回党大会において経済の効率化

に向けた方針が確認されたことは、海外投資家、援助国からもおおむね好意的に受

け止められ、久々の明るい話題となった。

ヴィエトナムが経済の効率化に本格的に取り組まざるをえない背景の一つとし

て、国際経済への統合が挙げられる。１９９０年代にASEANやアジア太平洋経済協

力（APEC）への加盟を経て展開してきたヴィエトナムの国際社会への復帰は、今

後、参加のみならず義務を伴う実行段階へと移行していく。ヴィエトナムは、

２００６年に迫っているAFTAの関税引き下げ期限、２００１年１２月に発効した米越通

商協定の実施、加盟申請中のWTOへの加盟交渉の進展などを通して、貿易・経済

体制の自由化を迫られていくことになるのである。

本章では、ヴィエトナムの国際経済への統合がどのように進展しているのか、そ

れがヴィエトナムの中長期的な経済発展にどのような課題を突きつけるものになる

のかを検討していくこととする。
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第１節 対外経済関係の概況

本節では、１９９０年代を通じて拡大し、ヴィエトナムの経済発展において重要な

役割を果たすに至っている対外貿易、外国直接投資の展開を概説する。

１． 対外貿易

ヴィエトナムの対外貿易は１９９０年代を通じて急速に拡大した。２０００年には貿易

の対GDP比率が９４％に達するなど１、ヴィエトナム経済に占める対外貿易のウェイ

トは高まっているが、その一方で、ヴィエトナムの貿易体制はきわめて閉鎖的なも

のにとどまっている。

図１は、１９９０年代後半におけるヴィエトナムの対外貿易額の推移を示したもの

である。輸出額は、１９９５年から１９９７年まで順調に拡大し、１９９８年にはアジア通貨

危機の影響により伸び悩んだものの、その後再び急速に増加している。輸出の急速

な拡大は、通貨危機後停滞したヴィエトナム経済の回復過程において、重要な牽引

力としての役割を果たした。輸入額は、１９９６年以降実施された輸入制限措置など

図１ ヴィエトナムの貿易額

出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical Publishing House各年版
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表１ ヴィエトナムの輸出の地域・国別構成 単位：百万米ドル

１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００
（１）地域別
アジア ３，９４５ ７２％ ５，２５４ ７２％ ６，０１７ ６６％ ５，４７２ ５８％ ６，５７８ ５７％ ８，５１１ ５９％
東南アジア １，１１２ ２０％ １，７７８ ２４％ ２，０２３ ２２％ ２，０２０ ２２％ ２，４６１ ２１％ ２，６１３ １８％
東アジア ２，７５６ ５１％ ３，３０２ ４６％ ３，８１８ ４２％ ３，１７４ ３４％ ３，８８８ ３４％ ５，５７９ ３９％
その他アジア ４６ １％ ７５ １％ １１４ １％ １７９ ２％ ２２８ ２％ ３１９ ２％
西ヨーロッパ ９８３ １８％ ９５１ １３％ １，８３０ ２０％ ２，２０８ ２４％ ２，５９７ ２３％ ２，７７１ １９％
中央・東ヨーロッパ １３５ ２％ １６４ ２％ ２４８ ３％ ２３１ ２％ ２５９ ２％ ２５７ ２％
南北アメリカ ２３８ ４％ ２６３ ４％ ３６０ ４％ ５６２ ６％ ６３２ ５％ ８３１ ６％
アフリカ ３８ １％ １４ ０％ １１ ０％ ３ ０％ ５ ０％ ０ ０％
オセアニア ５７ １％ ７３ １％ ２５１ ３％ ４９７ ５％ ８３２ ７％ １，２９０ ９％
合 計 ５，４４９ １００％ ７，２５６ １００％ ９，１８５ １００％ ９，３６０ １００％ １１，５４０ １００％ １４，３０８ １００％

（２）国 別
日 本 １，４６１ ２７％ １，５４６ ２１％ １，６７５ １８％ １，５１５ １６％ １，７８６ １５％ ２，６２２ １８％
シンガポール ６９０ １３％ １，２９０ １８％ １，２１６ １３％ ７４１ ８％ ８２２ ７％ ８８６ ６％
中 国 ３６２ ７％ ３４０ ５％ ４７４ ５％ ４４０ ５％ ８５９ ７％ １，５３４ １１％
台 湾 ４３９ ８％ ５４０ ７％ ８１５ ９％ ６７０ ７％ ６８２ ６％ ７５６ ５％
オーストラリア ５５ １％ ６５ １％ ２３０ ３％ ４７２ ５％ ８１５ ７％ １，２７２ ９％
ドイツ ２１８ ４％ ２２８ ３％ ４１１ ４％ ５５３ ６％ ６５４ ６％ ７３０ ５％
米 国 １７０ ３％ ２０４ ３％ ２８７ ３％ ４６９ ５％ ５０４ ４％ ７３２ ５％
韓 国 ２３５ ４％ ５５８ ８％ ４１７ ５％ ２２９ ２％ ３２０ ３％ ３５２ ２％
香 港 ２５７ ５％ ３１１ ４％ ４３１ ５％ ３１８ ３％ ２３６ ２％ ３１５ ２％
英 国 ７５ １％ １２５ ２％ ２６５ ３％ ３３６ ４％ ４２１ ４％ ４７９ ３％
出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical Publishing House各年版

表２ ヴィエトナムの輸入の地域・国別構成 単位：百万米ドル

１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００
（１）地域別
アジア ６，２７８ ７７％ ８，５１６ ７６％ ８，８９４ ７７％ ８，８４６ ７７％ ９，０９５ ７８％ １２，５０４ ８２％
東南アジア ２，３７８ ２９％ ２，９９１ ２７％ ３，２４４ ２８％ ３，３８４ ２９％ ３，２８８ ２８％ ４，４１９ ２９％
東アジア ３，８３８ ４７％ ５，４３６ ４９％ ５，５６６ ４８％ ５，３５４ ４７％ ５，６８４ ４９％ ７，９０７ ５２％
その他アジア ６２ １％ ８９ １％ ８５ １％ １０９ １％ １２３ １％ １７９ １％
西 欧 ７２８ ９％ １，２３４ １１％ １，３９７ １２％ １，１５１ １０％ ９６１ ８％ １，２００ ８％
中央・東欧 ２０３ ２％ ２４０ ２％ ２３６ ２％ ２８４ ２％ ３１３ ３％ ３２７ ２％
米 州 ２３２ ３％ ２８２ ３％ ４３６ ４％ ４６５ ４％ ５１２ ４％ ４９５ ３％
アフリカ ３ ０％ ６ ０％ １５ ０％ ４ ０％ ０ ０％ ０ ０％
オセアニア １０４ １％ １５３ １％ ２１５ ２％ ２９４ ３％ ２６３ ２％ ３６１ ２％
合 計 ８，１５５ １００％ １１，１４４ １００％ １１，５９２ １００％ １１，５００ １００％ １１，６２２ １００％ １５，２００ １００％

（２）国 別
シンガポール １，４２５ １７％ ２，０３３ １８％ ２，１２８ １８％ １，９６４ １７％ １，８８３ １６％ ２，７６０ １８％
韓 国 １，２５３ １５％ １，７８１ １６％ １，５６５ １３％ １，４２１ １２％ １，４４０ １２％ １，７３０ １１％
日 本 ９１６ １１％ １，２６０ １１％ １，５０９ １３％ １，４８２ １３％ １，４７７ １３％ ２，２５１ １５％
台 湾 ９０１ １１％ １，２６３ １１％ １，４８５ １３％ １，３７８ １２％ １，４９７ １３％ １，８９６ １２％
中 国 ３３０ ４％ ３２９ ３％ ４０４ ３％ ５１５ ４％ ６８３ ６％ １，４２３ ９％
香 港 ４１９ ５％ ７９５ ７％ ５９９ ５％ ５５７ ５％ ５８７ ５％ ６０７ ４％
タ イ ４４０ ５％ ４９５ ４％ ５７５ ５％ ６７４ ６％ ５５６ ５％ ８１３ ５％
フランス ２７７ ３％ ４１７ ４％ ５５１ ５％ ３８０ ３％ ３０１ ３％ ３２９ ２％
ドイツ １７６ ２％ ２８８ ３％ ２８１ ２％ ３６０ ３％ ２７１ ２％ ３０３ ２％
米 国 １３０ ２％ ２４６ ２％ ２５２ ２％ ３２５ ３％ ３３５ ３％ ３５２ ２％
出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical Publishing House各年版
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の影響により、１９９６年から１９９９年までほぼ横這いの状態が続いている。

表１、表２は、相手国別の貿易構造を示したものである。輸出の地域別構成を

見ると、アジアのシェアは、アジア通貨危機のあった１９９７年以降低下し、かわっ

て西ヨーロッパ、オセアニアなどのシェアが拡大するなど、多様化の傾向が観察さ

れる。また、アジア域内でも、１９９０年代後半には、主要な輸出先が大きく入れ替

わっている。１９９５年時点では、輸出先の第１位は日本、第２位がシンガポール、

そして韓国や台湾といった東アジア諸国が続いていた。２０００年になると、第１位

は引き続き日本が占めているが、第２位は中国、第３位はオーストラリア、第４

位はシンガポール、第５位は米国と、アジアNIESにかわって、中国、オーストラ

リア、米国のシェアが上昇している。

輸入を見ると、１９９０年代後半を通じて、地域別構成に大きな変化はない。アジ

アのシェアは、１９９５年時点で７７％と高く、１９９０年代後半を通してほぼ横這いで推

移したあと、２０００年に上昇しており、アジアに依存した輸入構造となっている。

国別で見ると、１９９５年から２０００年までを通じて、第１位がシンガポール、第２位

から第４位は日本、韓国、台湾が占めている。特筆されるのは、輸入相手国とし

ての中国の急速な浮上で、１９９９年から２０００年にかけて中国からの輸入額は２倍以

上に増加し、２０００年には第５位となっている。

このように、１９９０年代後半に、ヴィエトナムの輸出先はアジア中心から多様化

の傾向が鮮明になったのに対し、輸入については引き続き東アジア諸国に依存して

いることがわかる。また、貿易相手国としての中国の重要性が急速に高まってい

る。

次に、貿易の産業別構成をみていこう（表３、表４）。輸出については、一次産

品のシェアが大きいが、製造業のシェアも上昇しつつあること、一次産品・製造業

製品ともに多様化の傾向が指摘される。農林水産物は、１９９５年時点で４６％を占め

ていたが、１９９０年代後半を通じて低下傾向にある。また、従来は米が最重要品目

であったが、近年では海産物、コーヒー、ゴムなどの輸出も増加しており、農林水

産物の輸出品目は多様化傾向にある。農林水産物にかわって輸出に占めるシェアを

伸ばしたのは、重工業・鉱業製品、軽工業製品である。重工業・鉱業製品では、原

油が最大の品目で１９９９年の輸出額の１８％を占めており、続いて電子製品・コンピ

ューターおよび部品が５％を占めている。軽工業製品では、衣類が１９９９年で

１５％、靴が１２％などとなっている２。

７４



輸入を見ると、工業生産に必要な燃料や原材料が大半を占めている。石油製品が

最大の輸入品目であるが、鉄鋼、肥料、縫製加工のための繊維といった原材料・中

間財の輸入も多い。また、近年では、機械、部品の輸入も拡大している。工業生産

に必要な原材料や中間財、機械の輸入の急速な増加は、１９９０年代後半に推進され

た工業化・近代化、さらに輸出における製造業のシェアの上昇に伴うものである。

対外貿易がヴィエトナム経済に対して果たす役割が拡大する一方で、ヴィエトナ

ムの貿易体制は国際的水準から見ると「きわめて制限的」なものにとどまってい

る３。１９８０年代以降、計画経済体制下で採択されていた対外貿易へのさまざまな障

壁が徐々に削減されてきたが、１９９０年代後半に入ると、工業化・近代化を目標と

した輸入代替工業化戦略の下、輸入禁止措置や数量制限、税関追徴金など、特定産

業を保護するための措置が強化された。また、関税をみても、平均税率をとれば発

展途上国としてさして高い水準ではないが、ヴィエトナムで生産されていない品目

の多くが税率０％となっている一方で、国内の生産者を保護育成するための政策

が採択されている自動車、家電製品、セメントといった業種では、きわめて高い関

表３ ヴィエトナムの輸出の産業別構成 単位：百万米ドル

１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

重工業・鉱業 １，３７８ ２５％ ２，０８５ ２９％ ２，５７４ ２８％ ２，６０９ ２８％ ３，５７６ ３１％ ５，１００ ３６％

軽工業・手工芸 １，５５０ ２８％ ２，１０１ ２９％ ３，３７２ ３７％ ３，４２８ ３７％ ４，１９０ ３６％ ４，９００ ３４％

農 業 １，７４６ ３２％ ２，１６０ ３０％ ２，２３１ ２４％ ２，２７４ ２４％ ｝２，８０３ ２４％ ｝２，８３３ ２０％
林 業 １５４ ３％ ２１２ ３％ ２２５ ２％ １９１ ２％

水産業 ６２１ １１％ ６９７ １０％ ７８２ ９％ ８５８ ９％ ９７１ ８％ １，４７５ １０％

その他 ０ ０％ ２ ０％ ― ― ― ― ― ― ― ―

合 計 ５，４４９ １００％ ７，２５６ １００％ ９，１８５ １００％ ９，３６０ １００％ １１，５４０ １００％ １４，３０８ １００％

出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical Publishing House各年版

表４ ヴィエトナムの輸入の産業別構成 単位：百万米ドル

１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

生産手段 ６，９１８ ８５％ ９，７６０ ８８％ １０，４２１ ９０％ １０，５２４ ９２％ １０，８７３ ９４％ １４，４００ ９５％

機械・機器・部品 ２，０９７ ２６％ ３，０７５ ２８％ ３，５１２ ３０％ ３，５１３ ３１％ ３，４８８ ３０％ ４，７００ ３１％

燃料・原材料 ４，８２１ ５９％ ６，６８５ ６０％ ６，９１０ ６０％ ７，０１１ ６１％ ７，３８６ ６４％ ９，７００ ６４％

消費財 １，２３８ １５％ １，３８４ １２％ １，１７１ １０％ ９７６ ８％ ７４９ ６％ ８００ ５％

食 品 ２８９ ４％ ３２０ ３％ ２５１ ２％ ２７７ ２％ ― ― ― ―

医薬品 ６９ １％ ２１７ ２％ ３５８ ３％ ３２５ ３％ ― ― ― ―

その他 ８７９ １１％ ８４７ ８％ ５６３ ５％ ３７３ ３％ ― ― ― ―

合 計 ８，１５５ １００％ １１，１４４ １００％ １１，５９２ １００％ １１，５００ １００％ １１，６２２ １００％ １５，２００ １００％

注）１９９９年以降については、消費財の内訳は記載されていない。

出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical Publishing House各年版
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税率が設定されている４。さらに、国際収支や国内の需給バランスの変化に応じて、

非関税・関税障壁の水準や対象品目が頻繁に変更されてきており、透明度が低く長

期的な見通しが持ちにくい政策環境となっている。

２． 外国直接投資

ヴィエトナムにおける直接投資は、１９９０年代の投資ブームを経て、１９９０年代後

半のアジア経済危機以降大幅に落ち込み、さらに２０００年前後からは緩やかな回復

過程にある。多くの問題を抱えつつも、工業化、輸出振興、技術移転などヴィエト

ナム経済のさまざまな側面において直接投資の役割は揺るぎないものとなってきて

いる。

表５は、１９９５年から２０００年までのヴィエトナムにおける外国直接投資の受入状

況を示している。認可額で見ると、１９９６年にピークを記録した後、１９９７年以降、

急激な落ち込みを記録している。しかしながら、実施額に着目すれば、１９９０年代

半ばにおいても、それほど急激な拡大は認められない。このことから、１９９０年代

半ばの投資ブームは、認可額の拡大のみで実態を伴わないものであったことがわか

る。実際、１９８８年から２０００年までの総投資額４４５億米ドルのうち、撤退済み案件

の資本金額は約１７％の８０億米ドルにのぼり、実施済み案件の資本金額は４５％の

２００億米ドルにとどまっている。ただし、２０００年には認可件数・金額ともに緩やか

な回復に転じており、２００１年も２０００年の実績を上回った５。

表６は、直接投資の投資国別構成を示したものである。１９８８年から２０００年まで

表５ ヴィエトナムにおける直接投資の概況 単位：百万米ドル

１９８８－９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ １９８８－２０００

認可額

新規投資 ⌒

⌒

a １７，８２６ ８，６４０ ４，６４９ ３，８９７ １，５６８ １，９７３ ３８，５５３

増 資 ⌒

⌒

b ２，１３２ ７８８ １，１７３ ８８４ ６２８ ４２６ ６，０３１

総投資額 ⌒

⌒

c ＝ ⌒

⌒

a ＋ ⌒

⌒

b １９，９５８ ９，４２８ ５，８２２ ４，７８１ ２，１９６ ２，３９９ ４４，５８４

撤 退 ⌒

⌒

d １，５４８ １，１４１ ５４４ ２，４２８ ６２４ １，６６６ ７，９５１

終 了 ⌒

⌒

e ９９ １４６ ２４ １９ １ ２ ２９２

実効資本額 ⌒

⌒

f ＝ ⌒

⌒

c － ⌒

⌒

d － ⌒

⌒

e ３６，３４２

実施額 ⌒

⌒

g ７，１５３ ２，９２３ ３，１３７ ２，３６４ ２，１７９ ２，２２８ １９，９８４

外国資本 ６，０８６ ２，５１８ ２，８２２ ２，２１４ １，９７１ ２，０４３ １７，６５４

ヴィエトナム資本 １，０６７ ４０５ ３１５ １５０ ２０８ １８５ ２，３３０

出所）計画投資省資料に基づき、著者作成。
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の累計で見ると、件数が最も多いのは台湾、続いて日本、韓国、シンガポールとな

っている。金額では、第１位がシンガポール、続いて台湾、日本、韓国の順とな

っており、アジアNIESの投資がきわめて多いことが特徴的である。シンガポール

表６ ヴィエトナムにおける直接投資（認可件数・登録資本金額）単位（金額）：百万米ドル

（１）地域別構成

１９８８－１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ １９８８－２０００

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

アジア １，０４０１１，５３１ ２３６ ６，７９５ ２５５ ２，９１４ １８８ １，５６３ ２１９ ８３２ ２８３ １，０４６ ２，２２１２４，６８１

東アジア ７７５ ８，５１４ １７０ ３，４７１ １８６ １，８５８ １３７ ６６０ １７９ ４８１ ２４７ ４８９ １，６９４１５，４７４

東南アジア ２６１ ３，００７ ６５ ３，３１９ ６７ ９９４ ４９ ９０２ ３８ ３３５ ３５ ５０ ５１５ ８，６０７

その他アジア ４ １０ １ ５ ２ ６２ ２ １ ２ １６ １ ５０７ １２ ６０１

西 欧 １７４ ２，７７３ ３８ ４２１ ４４ ９３０ ３５ ６４４ ３６ ３６７ ３３ ６６６ ３６０ ５，８０２

ロシア・東欧 ５４ １８９ ９ ２１ １ １ ６ １，３２３ ５ ２３ ６ ５９ ８１ １，６１５

北 米 ６９ ９１４ １５ ９９ １３ ２５１ ２２ １２５ ２２ １３７ １６ ３４ １５７ １，５６０

中南米 ０ ０ ０ ０ １ ９ ０ ０ １ ３ ０ ０ ２ １２

オセアニア ６４ １，０３５ ８ ７１ ５ ７ １０ １６ １３ ２３ ７ ６０ １０７ １，２１１

その他 ３５ １，０５１ １９ １，０９０ ２１ ３５２ １４ ２２６ １５ １８５ ２４ １３９ １２８ ３，０４３

合 計 １，５４０１８，７５１ ３２５ ８，４９７ ３４０ ４，４６３ ２７５ ３，８９７ ３１２ １，５６８ ３７１ ２，０１２ ３，１６３３９，１８９

（２）主要投資国

１９８８－１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ １９８８－２０００

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

シンガポール １１８ １，５６１ ３２ ２，７６４ ３４ ５２３ ３６ ８６７ １８ １５２ １４ １９ ２５２ ５，８８５

台 湾 ２３８ ３，１３７ ４８ ７８３ ６８ ２５１ ７２ ２４６ ９３ １７２ １４７ ２９２ ６６６ ４，８８２

香 港 ２３２ ２，０２２ １３ １，２５８ １７ ２４７ ２５ ２０７ １７ ４２ １４ ２２ ３１８ ３，７９９

日 本 １２３ １，８０９ ５４ ５９１ ５９ ６３７ １９ １７９ １４ ６２ ２６ ８１ ２９５ ３，３５９

韓 国 １４６ １，４９２ ４６ ８２６ ３１ ６９９ １３ １３ ３１ １７６ ４３ ７５ ３１０ ３，２８３

フランス ８３ ８８３ １５ １０２ ２１ ７２６ １６ ２７ １３ ３０３ ９ ３９ １５７ ２，０８１

英 国 ２１ ５１９ １ ６ ５ ４５ ６ ５９２ ４ １９ ７ ５９４ ４４ １，７７４

ロシア ５３ １８６ ３ ５ ４ １，３０７ ２ ２１ ４ ５８ ６６ １，５７７

英領バージン諸島 ２９ ７４５ １３ ３８３ １３ １８１ １０ ４３ １１ ２７ １９ １０８ ９５ １，４８８

米 国 ５０ ７５６ １２ ９３ １２ ２４６ １６ ９２ １７ １１９ １２ ３０ １１９ １，３３７

オーストラリア ６３ １，０３０ ５ ４８ ５ ７ ８ １２ １２ ２１ ６ ５７ ９９ １，１７４

マレーシア ４９ ６８６ ７ ８９ １２ １７０ ５ １５ ７ １６２ １２ １０ ９２ １，１３２

タ イ ７６ ５０７ １８ ２５５ １５ ２７７ ６ １３ １０ ２１ ９ ２１ １３４ １，０９３

出所）General Statistical Office, Statistical Yearbook , Hanoi : Statistical Publishing House各年版
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の直接投資は、大規模なインフラ建設、不動産開発を始めとするサービス業の大型

案件が多い。これに対し、台湾の投資は、衣類、繊維、履物といった労働集約的製

造業の輸出加工型投資が大半を占める。日本の投資は、労働集約的部門から資本集

約的部門までさまざまな産業に及ぶが、製造業投資が多いことで知られる。

１９９７年以降は、認可件数・金額が急激な落ち込みを見せる一方で、投資国にも

一部入れ替わりが生じている。アジアでは、シンガポール、香港、日本などの投資

が大きく落ち込んでいるのに対し、台湾の投資は特に件数ベースで堅調に推移して

いる。投資額に注目すると、英国、フランスなどの大型案件が目立ち、ヨーロッパ

が相対的にシェアを伸ばしている。

また、アジア通貨危機とほぼ前後してヴィエトナムにおける直接投資には構造的

な変化が生じた。１９９０年代前半から半ばにかけての認可額の拡大は、ヴィエトナ

ム経済の急速な成長への期待、政府による産業保護政策によって誘致された内需向

け大型製造業投資や建設・不動産案件の増加によるものであった。しかしながら、

アジア通貨危機後のヴィエトナム経済の停滞、政策の頻繁な変更、政策実施の不徹

底といった問題が露呈したことに加え、ヴィエトナムのAFTAへの参加やWTO

加盟申請によって保護政策維持の見通しが不透明となったため、ヴィエトナムに内

需向け投資、大型不動産投資を行う意義は薄れた。

その一方で、近隣ASEAN諸国が政治的・経済的混乱から脱しきれていない状

況の下、安定度の高いヴィエトナムを投資先として再評価する動きもある。アジア

通貨危機以降目立つのは、第一に、豊富な天然資源を活かした資源開発型投資であ

る。２０００年に認可されたナム・コン・ソン海盆天然ガス開発プロジェクト、さら

にナム・コン・ソンの天然ガスを利用する計画で、２００１年に認可を受けた複数の

火力発電所建設プロジェクトなどがこれに該当する。第二に、比較的低賃金の労働

力を活かし、原材料・部品を輸入、ヴィエトナムで加工・組立後、輸出する製造業

の輸出加工型投資である。このタイプの投資は、１９９０年代前半から台湾系企業な

どが投資を活発に行ってきた衣類、履物などのほか、近年では日系企業の間でも機

械産業を中心にさまざまな業種でみられる。

アジア通貨危機以降、新規投資には顕著な変化が現れたが、１９９０年代半ばに急

激に拡大した内需向け投資の多くは、深刻な問題を抱えている。工業化政策の一環

として強化された保護措置を頼って進出してきた外資系企業の競争力は、地域的水

準からみると概して低く、保護が大幅に削減されれば困難な状況に置かれるとみら
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れる企業も少なくない。

以上のように、１９９０年代を通じ、ヴィエトナムの対外経済関係は急速に拡大し

たが、その内容は自国製品の海外市場への輸出、海外からの原材料や中間財の輸

入、海外からの資本の導入にとどまっている。貿易政策、直接投資政策、産業政策

が複雑に絡み合った工業化政策は継続されており、自国市場の自由化、競争を通じ

た経済の効率化には結びついていない。このような状況に対し、ヴィエトナムが関

与する経済関係強化の枠組みは、どのような変化を迫っていくのであろうか。次節

で詳細に見ていくこととしよう。

第２節 地域・国際経済統合の進展

１９９０年代を通じて、ヴィエトナムは国際社会への復帰、二国間・多国間の経済

協力・統合の枠組みへの参加を目指し、ASEANやAPECへの加盟を実現させて

きた。しかし、１９９０年代までの経済関係強化の枠組みへの関与は、形式的な参加

にとどまっており、それによってヴィエトナムが貿易自由化の実施を義務として迫

られることはなかった。しかしながら、２１世紀に入ると、ヴィエトナムの対外経

済関係強化への取り組みは、自由化義務の履行、すなわち実践を伴う新たな段階へ

と移行していく。２００６年にはAFTAの関税引き下げ期限が到来するうえ、２００１年

１２月に発効となった米越通商協定や現在加盟準備が進展中であるWTOは、自由化

義務の履行における拘束性が高く、発効・加盟が実現した時点で、ヴィエトナムは

自由化義務の確実な履行を対外的にコミットすることになるからである。

本節では、ヴィエトナムが関与する枠組みとして、ASEAN、米越通商協定、さ

らに加盟準備が進展しつつあるWTOを取り上げ、各枠組みの特徴、現段階までの

ヴィエトナムの取り組み、今後のスケジュール、予想される影響などをまとめてい

く６。

１． ASEAN

ヴィエトナムは、１９９５年のASEANへの加盟に伴い、ASEANが推進している
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さまざまな経済協力スキームへ参加することとなった。具体的には、ASEAN自由

貿易地域（AFTA）、ASEAN産業協力（AICO）、ASEAN投資地域（AIA）な

どが含まれる。ただし、AIAについては、１９９８年に枠組み協定が採択されたもの

の、その内容は未だ具体性に乏しいため、ここではAFTA及びAICOを中心に議

論を進める。

（１） ASEAN自由貿易地域（AFTA）

ASEAN諸国は、共通実効特恵関税（CEPT）スキームに基づき、全ての工業製

品と農産物に対する域内関税を段階的に引き下げることによって、自由貿易地域

AFTAの形成を目指している。AFTAは１９９２年に当時の加盟国６カ国（シンガ

ポール、ブルネイ、マレイシア、タイ、インドネシア、フィリピン、以下ASEAN

－６）の間で合意され、ヴィエトナムは１９９５年、ラオスとミャンマーは１９９７年、

カンボジアは１９９９年のASEANへの加盟に伴い、新規加盟国として新たにAFTA

に参加することとなった。

CEPTスキームの下では、新規加盟４カ国の関税引き下げスケジュールは、加

盟時期や発展段階の違いを配慮し、ASEAN－６よりも遅く設定されている。ヴィ

エトナムは、１９９５年のASEAN加盟時に、１９９６年以降段階的に関税引き下げを実

施し、２００６年までに０～５％に引き下げることが定められた。また、CEPTスキ

ームに含める準備ができていない品目を一時的に除外するために設けられている一

時的除外リスト（Temporary Exclusion List : TEL）に含まれる品目については、

１９９９年１月１日から２００３年１月１日までの間に段階的に適用品目リスト

（Inclusion List : IL）に移行させることとなっている。未加工農産物が含まれるセ

ンシティブ・リスト（Sensitive List : SL）は、２００４年１月１日から２００６年１月

１日までの間にILへの移行を開始し、２０１３年までに移行を完了することとなって

いる。一般的除外品目（General Exclusion List : GEL）には、国家の安全保障、

公共道徳、人間・動植物の生命や健康、芸術・歴史・考古学的価値といった観点か

ら貿易自由化に適さない品目（GATT２０条に該当する品目に相当）が含まれ、

AFTAの貿易自由化プログラムの対象外となる。

また、AFTAは非関税障壁の撤廃も定めている。数量制限については当該品目

がAFTAの関税上の譲許の対象となった時点７で、それ以外の非関税障壁について

は当該品目がAFTAの関税上の譲許の対象となってから５年以内に、それぞれ撤

廃することとなっている。しかし、実施に向けた詳細なスケジュールの設定や進捗
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状況のレビューは行われておらず、具体性を欠く取り決め内容となっている。

ASEAN加盟各国は、毎年CEPTの実施に向けた関税率表をASEAN事務局に

提出することになっており、これには品目ごとにIL、TELなどの区別、MFN関税

率、関税引き下げ期限までの各年のCEPT関税率が示されている。近年のヴィエ

トナムのCEPT関税率表に基づきヴィエトナムのAFTAへの対応を整理すると、

以下の点が観察される（表７）。

�全品目に占めるILの割合は、１９９６年には３９％にすぎなかったが、２００１年には
８６％へと着実に増加している。

�しかしながら、植物油、化学製品、肥料、ガラス、鉄鋼など、国営企業（外資と
の合弁も含む）が主導的役割を果たしてきた産業の多くは未だにTELに含まれ

ている。これらの品目については、ヴィエトナム政府が２００６年に向けて関税を

段階的に５％まで引き下げるスケジュールが記載されている。

�ヴィエトナムのGELには、石油製品、テレビ、ラジオ、乗用車、バイクなど、
本来のGELの趣旨に反する品目が多数含まれている。GELに含まれる品目数は、

１９９６年以降ほとんど変化がなく、これらについては２００６年に向けた関税引き下

げスケジュールは一切記されていない。

すなわち、２００１年の時点では、ほとんどの保護対象品目は適用外のリストに入

ったままとなっている。２００６年に向けてヴィエトナム政府がどのような対応を取

表７ ヴィエトナムのCEPTプログラム 単位：品目数

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１

適用品目 ８５７ ３９％ １４９７ ５３％ １７１８ ５７％ １７１８ ５７％ ３５７３ ７４％ ４２３３ ８１％

一時的除外品目 １１８９ ５４％ １１４３ ４１％ １１４１ ３８％ １１５３ ３８％ １００７ ２１％ ７５７ １４％

一般的除外品目 １４６ ７％ １４６ ５％ １３１ ４％ １２７ ４％ １９６ ４％ １９６ ４％

センシティブ品目 ２６ １％ ２６ １％ ２３ １％ １７ １％ ４８ １％ ５１ １％

合 計 ２２１８ １００％ ２８１２ １００％ ３０１３ １００％ ３０１５ １００％ ４８２４ １００％ ５２３７ １００％

出所）１９９６年：ASEAN Secretariat, AFTA Reader IV , Jakarta : ASEAN Secretariat, 1996.

１９９７年：Tongzon, Jose L., Vietnam’s Integration with ASEAN : Obligations and Challenges, A report

prepared for the Government of Vietnam, UNDP, Hanoi, April 1997.

１９９８年：ASEAN Secreatariat, AFTA Reader V , Jakarta : ASEAN Secretariat, 1998.

１９９９年：ASEAN事務局ウェブサイト（http : //www.aseansec.org/asc/r９８９９／table１．htm）

２０００年：Centre for International Economics, Economic Benefits of An AFTA−CER Free Trade Area,

Canberra & Sydney, June 2000.

２００１年：ASEAN事務局ウェブサイト（http : //www.aseansec.org/economic/afta/tab３-1４．htm）
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っていくかは現時点で断言できないが、近年のTELやGELの内容を踏まえれば、

保護業種については可能な限り自由化の先送りを試みることが考えられる。では、

ヴィエトナムにとって自由化の実施が困難な状況が生じた場合、AFTAの制度下

でヴィエトナムはどこまで実質的な保護を継続しうるのであろうか。以下の点が焦

点となろう。

第一に、非関税措置の問題がある。前節で言及したように、ヴィエトナムでは関

税以上に非関税措置が貿易障壁として重要な役割を果たしている。AFTAは非関

税障壁の撤廃も定めているものの、撤廃に向けた進捗状況のレビューなどは行われ

ておらず、実際に撤廃されたかどうかの確認をどのように行うかも明確になってい

ない。このため、２００６年までに関税が引き下げられたとしても、非関税障壁によ

る実質的な保護が継続する可能性がある。

第二に、GELの扱いが挙げられる。ヴィエトナムのGELは、２００１年に至って

も、GELに含めるための要件を満たしていない品目を数多く残している。いずれ

も関税・非関税措置により手厚い保護を受けている品目であり、仮にこれらが引き

続きGELに残り、CEPTの対象から除外されるとすれば、ヴィエトナムの貿易自

由化の実効性を大きく損なう結果となりかねない。GELの曖昧な運用については、

未だASEANにおいて議論の対象とはなっておらず、今後の展開が注目される。

さらに、より根本的には、ASEANが、新規加盟国に対し、どの程度厳密な

AFTA計画の実施を求めていくか、という問題がある。この点に関しては、従来、

緩やかな政策協調をベースに運営されてきたASEANにおいても、２０００年のマレ

イシアによる自動車関連製品の自由化期限延期申請に際して補償調整措置の導入が

図られるなど、貿易自由化の取り組みの制度化に向けた動きが出てきていることが

注目される８。実際、ASEAN－６については、２００３年に向けた関税引き下げは、

一部の例外を除き、ほぼ順調に進展しつつある。しかし、その一方で、ASEAN－

６と新規加盟国の間の経済格差がASEANの結束力を弱めるのではないか、とい

う懸念が加盟国の間で共有され、ASEAN－６の間では、新規加盟国に対する経済

協力の機運が高まりつつある９。このことから、ASEANの分断を避けるためにも、

新規加盟国に対しては比較的柔軟な対応が取られる可能性があると捉えることもで

きよう１０。

いずれにしても、貿易自由化の枠組みとしてAFTAは比較的柔軟性が高いだけ

に、AFTAがヴィエトナムに対しどの程度自由化を迫る圧力になりうるかについ
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ては今後の展開を注視していく必要がある。

（２） ASEAN産業協力（AICO）

AICOは、ASEAN域内の企業による域内生産分業を可能にすることを目的とし

たスキームである。規模の利益の実現や調達コストの削減を通してASEANで事

業を行う企業の国際競争力を高めること、域内への直接投資の促進などを目指し、

１９９６年合意された。具体的には、ASEAN域内の複数の国に存在する企業が、原

材料や中間財、完成品などを相互に補完するアレンジメントを作成し、関連する各

国の政府に申請、認可を受けることにより、スキームに含まれる品目を輸入する際

に、０～５％の特恵関税率の適用を受けることが可能となる。AICOを活用でき

る企業およびスキームにはいくつかの条件１１があるうえ、AICOの恩恵を供与する

かどうかの最終的な決定権は各国政府に委ねられているという点において、関税率

が引き下げられた時点で誰もが活用できるAFTAとは異なるが、実質的には

AFTA計画の前倒しとして捉えられることが多い。ASEAN－６では既に多くの

AICO案件が認可を受けている１２が、ASEAN－６ではAFTAの関税引き下げ期限

が２００３年に迫っていることもありAICOへの取り組みは一段落しつつある。

代わって近年関心を集めているのが、AFTAの関税引き下げ期限がASEAN－

６よりも遅く設定されているヴィエトナムを含めたAICOスキームの可能性であ

る。２００１年７月、筆者がヴィエトナム工業省で行ったヒアリングによれば、家電、

自動車、バイク、ガラスといった多くの産業でAICOに対する関心は高く、多くの

外資系企業が申請を行っているとのことであった。これらの企業にとっては、

AICOの認可を受けることができれば、域内他国からの部品や原材料の輸入関税を

減免され、コスト削減が可能になる。また、家電やバイクのようにヴィエトナム政

府が国産化を推進している産業においては、ヴィエトナム製よりも概して高品質か

つ低価格な部品を域内他国から調達でき、域内調達分を国産化率に算入することも

可能になる、という大きなメリットがある。

２０００年１０月には、ソニーがヴィエトナム政府から初のAICO認可を受け、ヴィ

エトナムとシンガポールの間でテレビ部品を相互補完するスキームの運用を開始し

た。しかしながら、その後、多くの案件が申請されているにもかかわらず、認可案

件は出ていない。その理由としては、企業側、政府側の両方の要因が挙げられる。

まず、申請する企業側からみると、ヴィエトナムで集中生産し他ASEAN諸国

に供給することでメリットを享受できるような品目がないという問題がある。

第４章 対外経済関係と国際経済への統合―参加から実践段階へ―
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AICOアレンジメントは、ASEAN域内の複数の企業の間での相互補完的なもので

なければならず、認可を与える国から見た輸出入額がバランスすることがしばしば

条件となる。しかし、多くの外資系企業にとって、域内他国の拠点と比べたヴィエ

トナム拠点のコスト競争力や技術水準は未だ低く、ヴィエトナムから輸出しうる品

目がない、とする企業も多い。

ヴィエトナム政府の立場に注目すれば、AICOにおいてはその恩恵を付与するか

どうかの最終的な決定権は当該国の政府に委ねられているため、義務として実施を

迫られない以上、可能な限り自由化を延期しようとする姿勢の表れと捉えることも

できる。例えば、AICO申請が多数行われているとみられる家電産業では、ヴィエ

トナム政府は、厳しい現地調達率を課すことにより国産化を積極的に推進してい

る。AICO認可を付与すれば、組み立てメーカーは恩恵を受ける一方で、未だ競争

力の低いヴィエトナム国内の部品メーカーは大きな打撃を受けることが予想され

る。このような状況の下、いずれAFTAの実施期限の到来によって保護の撤廃が

避けられなくなるとしても、それまでは国産化を推進しようとするのは、ヴィエト

ナム政府の立場から考えれば自然な対応ともいえよう。

AICOは本来、域内の分業体制の構築を促進するために考案された仕組みである

が、想定されていたのは相互補完性を前提とする水平分業であった。しかしなが

ら、ASEAN－６とヴィエトナムのように経済格差が大きい場合、垂直分業は成立

しても、相互補完性の条件を満たすような水平分業のアレンジメントは成立しえな

い。ヴィエトナムのAICOへの対応は、ヴィエトナムがAFTAに参加した際に直

面すると予想される困難を示唆している。

２． 米越通商協定

ASEANと並んで近年注目を集めているのが、２０００年７月に調印された米国と

の通商協定である。米越通商協定は、１９９５年のヴィエトナムと米国の国交正常化

以来の懸案事項であったが、締結までには長い時間を要した。調印後も、米国議会

での批准には長い時間を要し２００１年１０月に漸く実現、同年１１月、ヴィエトナムの

国会で承認され、同年１２月に正式な発効を迎えることとなった。

米越通商協定は、米国がヴィエトナムからの輸入に対し最恵国待遇（MFN）を

認める見返りとして、ヴィエトナムが米国に対し市場開放を約束する内容となって

いる。ヴィエトナムが協定で米国に約束した市場開放措置の内容は、表８にまと
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表８ 米越通商協定に伴うヴィエトナムの主な約束事項

項 目 主 な 内 容

商 品 貿 易 ・最恵国待遇（MFN）の供与
・内国民待遇（National Treatment）の供与
・輸出入権限の付与（ヴィエトナム企業に対しては協定発効後直ちに、米国人・企業
およびその投資企業については発効後３～７年以内に。但し、一部例外品目あり。）
・全ての輸出入制限措置の撤廃（品目により発効後１０年以内の移行期間。）
・米国製品に対する関税引き下げ（約２５０品目、うち約８０％は農産物。３年間以内に
実施。）
・税関、技術水準、衛生・植物検疫措置などについてWTOルールを遵守
・国営企業による輸出入事業はWTOルールを遵守

知的所有権 WTOのTRIPS規定を遵守（特許権、商標については１２ヶ月以内、著作権、貿易機密
保持については１８ヶ月以内）

サービス貿易 GATSルールの遵守

法律サービス １００％米国資本を許可（支店を含む）。

会計，建築，エンジニアリン
グ，コンピューター関連

１００％米国資本を許可。当初２年間は外資系企業向けサービス提供のみ、以後制限な
し。

広告，市場調査 合弁企業を許可。但し米国の出資比率は４９％を上限とする。出資比率の上限を５年後
に５１％、７年後に上限を撤廃。

経営コンサルティング 合弁企業を許可（米国出資比率の制限なし）。５年以内に１００％出資企業を許可。

通 信 付加価値通信：２年後に合弁企業を許可（インターネットサービスは３年後）。米国
出資比率は５０％を上限とする。
基礎通信（携帯電話、衛星電話を含む）：４年後に合弁企業を許可、米国出資比率の
上限は４９％。

ボイス・テレフォン・サービス ６年後に合弁企業を許可。米国出資比率の上限は４９％。

オーディオ・ビジュアル 合弁企業を許可。米国出資比率の上限は４９％とし、５年後に５１％に引き上げ。

建 設 １００％米国資本を許可。当初３年間は外資系企業向けサービスのみ、以後制限なし。

流 通 卸売：３年後に合弁企業を許可、米国出資比率の上限４９％。６年後に、合弁企業の場
合の米国出資比率の上限撤廃。但し、一部のセンシティブな品目については、より長
期の移行期間を設ける。

教 育 合弁企業を許可、米国出資比率の上限無し。７年以内に、１００％米国資本を許可。

金融サービス 保険：非強制保険部門（生命保険など）では、３年後に、合弁企業、米国出資比率の
上限５０％で許可。５年後に１００％米国資本を許可。強制保険部門（自動車、建設関係
など）では、３年後に合弁企業（米国出資比率の上限無し）、６年後に１００％米国企業
を許可。
銀行：ノンバンクおよびリース企業については、合弁企業（米国出資比率の上限なし）
を許可、３年後に１００％出資企業を許可。銀行については、米国銀行の支店設立、合
弁企業（米国出資比率３０％～４９％）を許可。９年後、１００％子会社設立を許可。

健康・関連サービス １００％米国資本を許可。

観光・旅行サービス ホテル・レストラン：１００％出資子会社を許可。
旅行会社・ツアーオペレーター：合弁企業を許可（４９％上限）、３年後５１％に引き上
げ。５年間で出資比率上限を撤廃。

投 資 ・米国の投資に対し、MFN、内国民待遇、透明性の確保、接収からの保護を保証。
・投資案件の審査：セクターにより、２年、６年、或は９９年以内に撤廃。
・利益の本国送金：ヴィエトナムドンからハードカレンシーへの交換を許可。
・合弁企業における米国企業の出資比率は最低３０％とされているが、この制限を撤廃。
・合弁企業の経営陣を国籍に関わらず選出する権利を３年以内に供与。
・TRIMS : WTOルールに違反する全てのTRIMSを５年以内に撤廃。

ビジネスの円滑化 米国人によるビジネスを円滑化

透明性の確保 全ての法律、規制、その他行政手続きについては、事前に通知し、出版すること等。

出所）協定原文を含むUS-Vietnam Trade Council資料に基づき著者作成。
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められている。従来の通商協定のように商品貿易のみを対象とするのではなく、サ

ービス、投資、知的所有権といった広範な項目を含む包括的な内容となっている。

一定の移行期間を設けつつも、非関税措置の撤廃、輸出入権限の自由化、金融や通

信など広範囲にわたるサービス部門の開放を約束しており、対外開放に向けた前進

といえよう。また、知的所有権や、貿易関連投資措置、税関、衛生・植物検疫基準

などにおいても一定期間のうちにWTOルールを遵守することが盛り込まれてお

り、WTO加盟に向けた画期的なステップともなっている。

ただし、この協定もヴィエトナム経済の米国に対する即時かつ全面的な開放を意

味するわけではなく、自国産業を保護するための措置も認められる。まず、センシ

ティブな部門については、例外扱いあるいは比較的長期の移行期間を設けている。

また、商品貿易についてはいわゆるセーフガード条項が設けられており、国内産業

に脅威を与えるような輸入の急速な増加が生じた場合は、輸入制限措置を発動する

ことが認められている。

米越通商協定の発効がヴィエトナム経済に与える影響としては、メリットとデメ

リットの両方が指摘できる。最大のメリットは、米国向け輸出の拡大である。従

来、ヴィエトナムの米国向け輸出には品目により４０～５０％という高水準の関税が

課されていたため、１９９０年代から２０００年にかけて米国市場への依存度を高めた近

隣ASEAN諸国とは対照的に、２０００年におけるヴィエトナムの輸出総額における

対米輸出のシェアはわずか５％にとどまっていた１３。協定の発効により米国の関税

が大幅に引き下げられ、従来、欧州や日本を中心に輸出されていた繊維製品、衣

類、履き物、海産物などの対米輸出が増加することが予想される。また、外資系企

業の中には機械部品などの対米輸出拠点として位置付けることを念頭に置いてヴィ

エトナムに進出したものもみられ、輸出促進効果はさまざまな産業に波及するであ

ろう。

しかしながら、繊維製品については協定発効後米国がクオータを取り決めるため

輸出には上限が設けられること、類似した輸出構造を持つ多くの発展途上国、とり

わけ２００１年１２月にWTOに加盟した中国との競争の激化が予想されること、ヴィ

エトナム企業は米国市場の要求する品質水準や商慣行に不慣れであること、２００１

年に入ってからの米国経済の停滞などを踏まえると、対米輸出の拡大は必ずしも容

易ではないとする見方もある。

直接投資の拡大も期待される効果の一つである。サービス分野を中心とした市場
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開放措置による米国企業のヴィエトナム市場への参入が期待されるほか、米国以外

の企業にとっても対米輸出拠点としての投資のメリットが増すことになる。ただ

し、市場開放については、多くのセクターで移行期間が設けられているため、中長

期的な効果として現れるだろう。

マイナスの側面としては、対外開放による国内産業への打撃が挙げられる。中で

も、まだヴィエトナム企業の競争力が十分にないサービス分野への外資系企業の参

入、農産物を中心とした関税引き下げによる米国からの輸入の拡大、輸入数量制限

やローカルコンテント規制を含む貿易関連投資措置の撤廃などが国内産業に及ぼす

影響が懸念される。しかし、特にセンシティブな産業は比較的長い移行期間を設け

るなど例外的な扱いになっていることなどから、協定の発効によってただちに影響

が現れることは考えにくく、中長期的にヴィエトナム経済に対し構造的な変化を迫

る圧力となっていくものと考えられる。

むしろ、米越通商協定は実施に際してAFTAのような柔軟性を認めないため、

中長期的ではあっても、後戻りのできない対外開放へのコミットメントである点が

特筆されよう。

３． 世界貿易機関（WTO）への加盟

米越通商協定の締結、発効を実現したヴィエトナムの対外経済関係上の次なる目

標はWTOへの加盟である。WTOは、国際貿易に関するルールを設定し施行する

こと、貿易自由化の交渉と自由化プロセスの監視を行うこと、貿易関連の紛争を解

決することなどを目的とし、前身であるGATTから大幅に機能を強化されて１９９５

年に発足した。既に１４０以上の国・地域が加盟し、３０以上の国・地域が加盟申請を

行っている。

ヴィエトナムは、１９９４年６月にGATTのオブザーバーの地位を獲得し、１９９５年

１月、正式にWTOの加盟申請を行った。１９９６年９月には、ヴィエトナムの外国

貿易制度に関する覚え書き（Memorandum）がWTO事務局に提出され、これに

対して加盟国から１，３００以上に上る質問が寄せられた。１９９８年以降、作業部会に

よるレビュー・セッションが数回開催され、ヴィエトナムの貿易政策の内容と問題

点の明確化に向けた取り組みが行われてきた。２００１年以降、加盟に向けたプロセ

スは、二国間および多国間での市場アクセス交渉という新たな段階に移ってきてい

る。２００１年に批准された米越通商協定に続き、ヴィエトナムは日本やヨーロッパ
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各国と類似の通商協定を交渉する予定であり、これらがWTO加盟に向けたステッ

プとなることが予想される。

ヴィエトナムのWTO加盟交渉における最大の課題は、途上国としての特別扱い

をどこまで認められるかという点であるが、１９９５年以降、WTOへの新規加盟国に

課される加盟条件は大変厳しいものとなっている。例えば、貿易関連投資措置

（TRIM）、貿易関連知的所有権（TRIPS）、輸入ライセンス制などに関してWTO

協定で定められている移行期間についても、最近の加盟事例ではWTO協定で規定

された期間よりも短く設定されるケースが目立つ１４。また、WTO協定に記されて

いない国営企業の民営化や経済改革の促進といった項目においても条件が付される

ケースが多い。

厳しい自由化条件を課されることが確実であるにもかかわらず、ヴィエトナムが

WTOへの加盟を目指すのは、以下のようなメリットが想定されるからである。第

一に、WTOの規定する自由貿易の原則と国際法規を遵守する義務を確認すること

で、対内的にも対外的にも経済改革を進め市場経済への移行を推進する姿勢を明確

化することができる。このことは、ヴィエトナム経済の透明性と効率性、さらには

経済に対する信頼度や国際的認知度を高めることとなり、外国投資拡大の効果にも

つながる。

第二は、貿易関係の多角化である。WTOへ加盟することにより、ヴィエトナム

は１４０以上にのぼるWTOの加盟国・地域において最恵国待遇及び内国民待遇を受

けることが可能になる。従来ヴィエトナムは、各貿易相手国との個別交渉により市

場アクセスを確保してきたため、貿易関係は日本、東アジア、ASEAN、一部のヨ

ーロッパ諸国に偏っていたが、WTOへの加盟が実現すればより多くの国・地域の

市場へのアクセスが容易になる。

第三に、ヴィエトナムが早期の加盟を望む具体的な要因として、ヴィエトナムが

比較的高い競争力を持つとされている繊維製品・衣類を対象とする米国の輸入クオ

ータが２００５年に撤廃される予定となっていることが挙げられる。この時点でヴィ

エトナムがWTOの加盟国となっていれば自動的にこの恩恵を受けることができる

が、未加盟の場合は米国と別途クオータの交渉が必要となるため、加盟国と比べて

不利な状況に置かれることが懸念される。ヴィエトナムがしばしばWTO加盟の目

標を２００５年と表明する理由はここにあるものと考えられる１５。

これらに加え、２００１年１２月に中国がWTOに正式に加盟したことは、ヴィエト
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ナムの危機感を一層強める要因となろう。まず、ヴィエトナムが輸出競争力を持つ

とされる衣類、靴・革製品などは、いずれも中国と直接競合する産業であり、中国

のWTO加盟によりヴィエトナムが輸出市場で劣勢に立たされることが予想され

る。また、中国のWTO加盟によって直接投資の中国への集中傾向がますます強ま

り、ヴィエトナムへの直接投資の誘致がさらに難しくなる可能性がある。さらに

は、中国市場へのアクセスも問題となる。中国のWTO加盟により、WTO加盟国

は自動的に中国の最恵国待遇を得ることになるが、WTOに未加盟のヴィエトナム

にとっては、近年重要な輸出先として浮上している中国市場へのアクセスにおいて

不利になるのではないかという懸念がある１６。

ヴィエトナム側の危機感が強まる一方で、WTOへの加盟に伴う条件はきわめて

厳しいものとなることが予想される上、これらの条件に対し厳密な履行が求められ

ることは確実である。米越通商協定と同様、実現した時点で国際社会からは後戻り

できない自由化のコミットメントとして捉えられるだけに、ヴィエトナムとして

は、その利益と不利益を天秤にかけながら時機を見極め、慎重な対応をとっていく

ものと考えられる。

第３節 「実態としての」国際経済への統合―統合のもう一つの側面―

国際経済への統合は、前節で取り上げた制度的枠組みによってのみ進展していく

わけではない。ヴィエトナムの場合、制度的枠組みの外でも着実に国際経済への統

合が進展しつつあり、データの不備などから正確な把握は難しいが、産業によって

は、こちらの方が切迫した問題として捉えられているケースも多い。

このような「実態としての」国際経済への統合がみられる産業の典型例として、

積極的な育成政策が実施されてきたバイク産業が挙げられる１７。工業化・近代化政

策の下、バイク（完成車・部品）に対しては厳しい輸入制限が行われ、１９９６年ま

では国家計画の下での輸入規制、１９９６年以降はクオータ制度による輸入管理品目

に指定された１８。さらに、１９９８年からは国産化政策の一環として新車・中古車とも

完成車の輸入が禁止された。

しかしながら、１９９２年にわずか３．６万台であったバイクの輸入は、１９９５年には
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４０万台にまで拡大した１９。この時期の輸入は主にはタイから直接、あるいはラオス

との国境を通して輸入される日系メーカーのタイ製バイクが中心であったが、韓

国、インドネシア、マレイシア、カンボジアなどからも大量の完成車・部品が流入

していた。

１９９９年から２０００年にかけては、タイやラオスからのバイクの輸入が下降に転じ

る一方で、急激な流入をはじめたのが中国製のバイクである。バイクの輸入は、

１９９９年の約５０万台から２０００年には１５８万台と１年間で３倍以上に増え、２００１年に

入ってからも９月までで１５５万台とほぼ前年実績を達成している２０が、その背景に

あるのが中国からのバイク輸入の拡大といわれている。中古・新車とも完成車の輸

入が禁止されているため、中国製バイクは部品として輸入され、国内のアセンブル

業者によって組み立てられている。

このように、輸入制限措置、国産化政策が実施されているのにもかかわらず、従

来はタイやラオス、近年では中国から大量のバイクが輸入され、国内のバイクメー

カーは激しい競争に晒されてきた。特に、近年洪水のように流入している中国製バ

イクは、知的所有権の保護や規制実施の不徹底による不公正な競争の蔓延、安全面

や環境面といった問題など多くの課題を提起している。現在、ヴィエトナムは

AFTAへの参加に向け産業競争力の向上を図るべき時期にあるが、政府が十分な

管理能力を発揮できない環境下での無秩序かつ急速な国際経済への統合の進展は、

部品の現地調達に取り組む外資系メーカーに不公正な競争を強いることにより、国

産化政策の根底さえ揺るがしかねない深刻な問題となってきた。

バイク産業ほど顕著ではないにせよ、「実態としての」国際経済への統合は、他

の多くの保護対象業種でも看取される。例えば、建設用ガラス生産に携わる国営企

業、国営企業と外資系企業の合弁企業を積極的に保護育成するため、ヴィエトナム

では建設用ガラスが輸入管理対象品目として指定されている。しかしながら、近年

では、中国などからの違法輸入が急増し、ヴィエトナム国内で生産を行っている

Dap Cau社およびVietnam Float Glass社の２社は、厳しい価格競争を強いられ

てきた。違法輸入の規模を示す正確なデータはないが、１９９９年の１年間で約２百

万平方メートルと推定されており、これはヴィエトナム最大の生産規模を誇る

Vietnam Float Glass社が創業した１９９９年６月から２０００年５月までに国内で販売

した数量とほぼ匹敵する数字である２１。

ヴィエトナムで「実態としての」国際化がこれほど顕著にみられる背景には、中
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国やラオスと国境を接し国境貿易の取締りが難しいという地理的要因、ヴィエトナ

ム政府の制度実施能力の不備、消費者の嗜好、輸出国側の市場環境やメーカーの戦

略などさまざまな要因が挙げられる。これまでの管理・規制の試みは十分な効果を

発揮してこなかったが、今後、貿易・経済体制の透明化、国際的競争力のある産業

の育成が重要な課題となる中で、抜本的な対処が必要となるだろう。

第４節 国際経済への統合が提起する課題

国際経済への統合が義務を伴う実施段階へ移行していくことは、ヴィエトナム経

済に大きな構造変化を迫ることになる。特に、従来、手厚い保護育成政策の対象と

なってきた業種は、保護の削減によってきわめて大きな影響を受けると考えられ、

対応が急務となっている。本節では、保護業種を念頭に置きながら、ヴィエトナム

が国際経済への統合に伴ってどのような課題に直面していくのかを考えていく。

１． 曖昧な工業化政策の展望

ヴィエトナムは、工業化・近代化の推進を積極的に推進し、自国の産業基盤を構

築することを重要な政策課題の一つとして掲げてきた。多くの保護措置を伴うヴィ

エトナムの工業化戦略は、国内・外国資本をヴィエトナムが本来比較優位を持たな

い部門へ向かわせ、生産要素の不適切な配分を招いてきたという批判を浴びてき

た。国際経済への統合、とりわけ、ヴィエトナムが比較的早い時期に製造業におけ

る保護撤廃を約束しているAFTAの下、このような工業化路線は岐路に立たされ

ることになる。

２００１年の党大会で採択された社会経済開発戦略は、農林水産物加工、衣類、革

製品のように輸出競争力のある産業の振興の必要性について言及する一方で、選択

的に石油、金属、機械、化学、肥料、建設資材といった重工業部門の構築を図る、

との目標も固持している。このことに象徴されるように、国際経済への統合という

新たな条件の下で、工業化政策の転換をどのように図っていくのか、明確な方針は

示されてこなかった。

ただし、ヴィエトナム政府の今後の方針を見極める上で、一つの手がかりとなる
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のは、２００１年に、保護業種に対する保護削減の取り組みが一定の進展を見せたこ

とである。２００１年４月４日付けで発表された２００１年から２００５年までの輸出入管

理に関する首相決定No．４６／２００１／QD-TTgによれば、肥料が輸入管理対象から外

れたほか、対象品目についても適用期限が記された。また、ほぼ同時にIMFとの

合意に達した貧困削減・成長ファシリティ（Poverty Reduction and Growth

Facility : PRGF）の下の経済改革プログラムには、セメントなど６品目に対する

数量制限を２００３年までに撤廃することが盛り込まれた。さらに、このような輸入

管理撤廃に向けた動きは、実施においても２００１年中にかなりの進展を見せた（表

９）。実質的な保護の撤廃については、輸入管理を通じた数量制限のみならず、他

の非関税措置や関税の動向も見極める必要があるが、政府が、ヴィエトナムの貿易

管理の中心的な手段であった輸入管理の撤廃に向けて動き始めたことは、注目に値

する。AFTAの関税引き下げ期限が２００６年に迫っていることから、保護削減に向

けた方針を打ち出し、企業の対応を促す狙いがあるものと見られる。

自由化期限までに残された期間を有効に活用し、集中的に産業育成を図ろうとす

る動きも見られる。中国からの輸入品が大量に流入し、無秩序かつ不公正な競争が

問題となっていたバイク産業であるが、２００１年後半には、輸入の管理・規制に本

格的に乗り出し、組み立てメーカーに対する新たな投資認可の付与を制限した上

で、既存メーカーの国産化率引き上げを積極的に推進すべきとの議論が政府内で活

表９ 数量制限の撤廃スケジュール及び実施状況（２００１年～２００３年）

当初予定 実施状況・予定変更

紙 ２００１年１２月３１日 ２００１年５月１日実施済み

クリンカー ２００１年１２月３１日 ２００１年５月１日実施済み

建設用ガラス（白色） ２００２年１２月３１日 ２００１年１２月３１日実施済み

鉄鋼（一部） ２００２年１２月３１日 ２００１年１２月３１日実施済み

植物油 ２００３年１月１日 ２００１年１２月３１日実施済み

酒 予定なし ２００１年５月１日実施済み

タイル ２００２年１２月３１日 ２００１年５月１日実施済み

セメント ２００２年１２月３１日 変更なし

バイク（新車） 予定なし ２００２年１２月３１日

乗用車（１０－１６席） 予定なし ２００１年５月１日実施済み

乗用車（９席以下） 予定なし ２００２年１２月３１日

出所）World Bank, Vietnam Development Report 2002 : Implementing Reforms for Faster

Growth and Poverty Reduction, Hanoi, 2001, p.40.
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発化し、実施に向けた動きが始まりつつある。現状、タイなどと比べてヴィエトナ

ムのバイク生産における競争力は未だ低いが、近年では国内市場が急速に拡大して

おり、部品産業の育成など期待される波及効果が大きいことなどから、AFTAの

自由化期限までに集中的に国産バイクを保護育成したいというヴィエトナム政府の

意図がうかがえる。

しかし、企業側の対応に注目すると、このように政府が自由化に向けた具体的な

方針を打ち出し始めたのが２００１年に入ってからということもあり、保護業種の国

営企業（外資系企業との合弁を含む）においては、具体的対策を策定・実施するに

至っていないケースが多くみられる。その一方で、ヴィエトナムの多くの産業では

競争力が不十分であるという危機感は共有されており、AFTAによる関税引き下

げが国内産業に及ぼす影響を懸念する声が上がりつつある。国営企業、外資系

企業ともに、保護の維持に対する要請が出始めているほか、外資系企業の中で

はAFTAが実施されればヴィエトナムにおける製造機能を撤退することを選択肢

に入れている企業もある２２。

漸く自由化に向けた取り組みが動き始めたとはいえ、残された時間は長くない。

また、第２節で取り上げたように、２００１年に至るまで、AFTAへの対応は目立っ

た進展を見せていない。従って、数量制限撤廃に向けた取り組みに続き、ヴィエト

ナム政府が他の非関税措置の撤廃や関税引き下げを含む包括的な政策を打ち出し、

実施に移せるかどうか、さらに、それに企業がどのように対応していくのか、今後

の動きを注視していく必要がある。

２． 政策決定・施行能力の弱さ

上記の工業化政策の展望とも関連するが、国際経済への統合が提起する課題とし

て、政府の政策決定能力、施行能力の弱さが挙げられる。

一般的に、経済・貿易の自由化には異なった利害を持つ多くのアクターが関連し

ており、自由化政策の採択・実施は多くの抵抗に遭遇するのが常である。自由化に

よって恩恵を受けるのは主に消費者であるが、享受される恩恵については十分認識

されていない。一方、自由化によって最も打撃を受けるアクターにとって自由化の

不利益は短期的かつ確実なものとして捉えられる上、これらは政策決定に影響を及

ぼしうる立場にあることが多い。ヴィエトナムにおいても、自由化により最も影響

を受ける保護業種の国営企業は政府と密接な関係にあるため、自由化政策の採択は
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容易ではない。

また、ヴィエトナムでは、省庁間の調整の難しさが事態をより複雑にしている。

国際経済への統合には、投資政策を担当する計画投資省、全般的な貿易政策、非関

税措置を担当する商業省、関税率を決定する財務省、外交政策を担当する外務省と

いった異なる利害関係を持つ官庁が関わるうえ、セクターによっては工業省、農業

農村開発省、建設省なども管轄官庁（line ministries）として貿易管理に携わる。

省庁間の調整が政策決定の妨げとなる、政策が頻繁に変更されるなど、長期的な視

点に基づいた政策が形成されにくい環境は、ヴィエトナムの国際経済への統合に向

けた政策対応において大きな障害となっている。

例えば、前述のバイク産業には、工業省、商業省、計画投資省、交通運輸省、財

務省など多くの官庁が、それぞれに異なった立場から携わっているため、国際経済

への統合を見据えた一貫的な産業政策、貿易政策の策定は容易ではない。

国際経済への統合にあたっての官庁間の調整を行い、首相を補佐する機関として、

１９９８年、国際経済協力のための国家委員会（National Committee for International

Economic Cooperation）が設置された。副首相が委員長を務め、貿易政策に関連

する政府機関の職員がメンバーとして参加している。この機関は、国際経済への統

合に際して、関連機関の立場の調整を行ったうえで、戦略を策定し、各機関への指

示を行う立場にあるが、これらは概して一般的な内容で具体性を欠いており、十分

な調整機能を発揮するには至っていない２３。

さらに、政策実施の問題がある。ヴィエトナムは、ASEANやWTOといった枠

組みが加盟国・地域に対し要請する条件として、経済に関わるさまざまな制度を透

明化し、国際的基準を遵守することが求められていくが、それには確実な実施が必

要となる。しかし、ヴィエトナムでは、未だ法律や制度が未整備である上、既存の

ルールの適用も徹底されておらず、不透明かつ恣意的に運用されるケースも多い。

度重なる外国投資家からの指摘にも関わらず事態が改善を見せないのは、ルールが

社会に根付き、関連する多くの経済主体の思考・行動様式が変わるためには一定の

時間を要するためと考えられる。短期間での改善は難しいものと考えられるが、制

度やルールの徹底は、貿易や投資のさらなる推進のため、あるいは国際経済統合を

経済の効率化や発展に結びつける前提としても不可欠の条件である。
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おわりに

本章では、国際・地域経済統合が今後のヴィエトナム経済にとってどのような意

味を持つのかを検討してきた。１９９０年代を通じてヴィエトナムの対外経済関係は

急速に発展したが、貿易体制・経済体制は依然として閉鎖的なままとなっている。

しかし、ヴィエトナムが関与している二国間・多国間の枠組みにおいて、今後、ヴ

ィエトナムは参加のみならず義務を伴う実行を求められていく。国営企業に対する

保護を前提とした従来の工業化・近代化政策から国際的競争力を意識した産業政策

への転換をいかに図るか。関連する経済主体の利害調整や自由化政策の採択・実施

は容易ではないことが予想される。国際経済への統合はヴィエトナムの経済運営の

根幹に関わる問題を提起している。

ASEANにおいては、ASEAN－６における貿易自由化が一定の進展を見せる中

で、新規加盟国の位置づけや経済協力の在り方が重要な課題となりつつあり、新規

加盟国の中で最も早い時期にAFTAへの参加が予定されているヴィエトナムの対

応が注目される。また、ASEANでは、中国との関係がもう一つの大きな課題とし

て浮上しており、２００１年１１月にはASEANと中国が自由貿易協定締結に向けて調

査を開始することで合意に至った。ASEANと中国の関係を捉える上では、中国と

国境を接し近年中国との貿易が急速に拡大しつつあるヴィエトナムは重要な鍵を握

るものと考えられ、この意味でも今後のヴィエトナムの動きを注視していく必要が

あろう。

（藤田麻衣）

（注）――――――――――――

１ General Statistical Office, Statistical Yearbook 2000, Hanoi : Statistical Publishing House,

2001に基づき算出。ドンから米ドルへの換算レートは、International Monetary Fund, IMF

Country Report , No.01/59, April 2001に掲載のレートを使用。

２ General Statistical Office, International Merchandise Trade Vietnam 1998, Hanoi : Statistical

Publishing House, 2000.

３ IMFは、１９９９年時点でヴィエトナムは貿易体制の制限度を、１０段階評価（０が最も開放
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的、１０が最も制限的）に基づいて９と評価し、加盟国の中で最も制限的な貿易体制を持

つ国の一つと位置づけている（International Monetary Fund, “Vietnam : Selected Issues,”

IMF Staff Country Report , No.99/55, 1999, p.59）。

４ ２０００年における全品目の関税率の単純平均は１６．２％であるが、最低値は０％、最高値は

１００％となっている（Vo Tri Thanh, “An Overview of Vietnam’s Trade Policy in the 1990s,”

Unviersity of Sussex/CIEM Project on the Impact of Trade Reform and Trade Shocks

on Household Poverty Dynamics, Hanoi, April 2001.）。

５ 計画投資省の発表によれば、２００１年の直接投資の認可件数は４６０件、登録資本金額は２４

億米ドルとなっている（Vietnam Investment Review、２００１年１２月３１日～２００２年１月６日）。

６ ヴィエトナムはAPECにも加盟しているが、APECは加盟国の自主性を基盤とした貿易・

投資の自由化・円滑化の枠組みであり、現状ではヴィエトナムにとって自由化推進の原

動力となりえていないという理解から、本節では特に取り上げないこととした。APEC

では、ヴィエトナムは１９９８年以降毎年「個別行動計画（Individual Action Plan : IAP）」

を提出している。これは、関税、非関税措置、サービス、投資など約１４項目にわたって

各国の①現状、②短期的～中期的自由化目標、③長期的自由化目標を記載したものであ

る。各項目とも、現状については比較的詳細な記述となっているものの、短期的～中期

的、長期的な行動計画については曖昧な記述が目立つ。また、既に参加しているASEAN

のガイドラインに沿って、あるいはWTOへの加盟に伴い実施する旨の記述も多く見ら

れることからも、APECがヴィエトナムにとって自由化の原動力とはなりえていないこ

とがうかがえる。

７ 当該品目がILに移行しCEPT関税率が２０％以下に引き下げられたことにより、当該品目

がILに含まれている他のASEAN諸国からCEPT関税率の適用を受けることができるよ

うになる時点のことをいう。

８ 箭内彰子「ASEANにおける貿易自由化－一方的自由化から制度的自由化へ－」作本直

之編『アジアの経済社会開発と法』アジア経済研究所（２００２年３月刊行予定）。

９ ASEAN－６による新規加盟国に対する経済協力の取り組みとして、２００１年、ASEAN経

済大臣の間で合意されたASEAN一般特恵関税（General System of Preferences : GSP）

スキームが挙げられる。これは、ASEAN－６が新規加盟国に対し一方的な関税引き下

げを実施するスキームで、対象品目は二国間交渉で決定されるものの、GSPは先進国が

発展途上国に対し供与するのが通例であることを考えれば、画期的な取り組みと捉えら

れよう。
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１０ Menonは、新規加盟国はASEAN－６と同じペースで自由化を進められる段階に達して

いないため、AFTAの拡大はAFTAプロセスの実施や深化を遅らせるか、あるいはAFTA

の分断を招く可能性がある、と指摘している（Jayant Menon, ‘The Evolving ASEANFree

Trade Area : Widening and Deepening’, Asian Development Review, Vol.19 No.1, 2000.）

１１ 明示的な条件は以下の３つである：①ASEAN域内に立地していること、②ASEAN資本

が３０％以上であること、③スキームに「資源の共有」が盛り込まれていること。

１２２００１年３月１９日現在、認可されたAICO案件は７４件に上り、そのほとんどが外資系企業

の域内拠点間のスキームである（ASEAN事務局ウェブサイトhttp : //www.aseansec.org

２００２年１月１０日）。

１３ General Statistical Office, Statistical Yearbook 2000, Hanoi : Statistical Publishing House,

2001, に基づき算出。

１４ Thomas Cottier, “Preparing for the World Trade Organization : Background Study on

Vietnam's WTO Accession,” UNDP Hanoi, Government of Vietnam and UNCTAD, April

2000, p.13.

１５２００１年５月、グエン・マイン・カム副首相が、WTOへの加盟が遅れることによる直接

投資や経済協力、外交関係への影響を懸念し、２００５年までのWTO加盟実現の必要性を

訴えたと報道されている（Saigon Times Daily、２００１年５月８日）。

１６２００１年１１月、中国はヴィエトナムを含むWTO未加盟のASEAN諸国に対して最恵国待遇

を認めることを発表した（Nhan Dan、２００１年１１月１２日）。しかし、最恵国待遇の継続は

定期的な交渉によって決定され、ヴィエトナムはWTO加盟国のように中国市場への長

期的・安定的なアクセスが保障されているわけではない。

１７ ヴィエトナムのバイク産業の発展過程、問題点については、石田暁恵「ベトナムのバイ

ク産業―国産化の始動―」『アジ研ワールド・トレンド』２００１年１１月号を参照。

１８『国別通商政策研究事業報告書：ヴィエトナム』アジア経済研究所、１９９７年３月、pp．３５

－３６。

１９ General Statistical Office, Statistical Yearbook 1995, Hanoi : Statistical Publishing House,

1996.

２０１９９９年、２０００年の数字はGeneral Statistical Office, Statistical Yearbook, Hanoi : Statistical

Publishing House各年版、２００１年はViet Nam News、２００１年１０月１２日による。２００１年１月

から９月までの輸入台数のうち、８０％は中国からの輸入が占めると報道されている。

２１ ‘Feeling fragile,’ Vietnam Economic Times , No．７５、２０００年５月．
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２２ Saigon Times Daily、２００１年１０月５日（外資系企業の対応）およびSaigon Times Daily、２００１

年付１月１９日（国営企業の対応）などに基づく記述。

２３ Serge Pannatier, “AssessmentofVietnam’sInstitutionalandHumanInfrastructurefortheFormu-

lation of Trade Policy and the Undertaking of Multilateral Trade Negotiation, and the

Identification of Needs for Support to Trade Policy Formulation and Trade Negotiations”,

UNDP-Hanoi, Government of Vietnam, and UNCTAD, April 2000.
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